
TC 1.2 経済・社会発展への道路の貢献

委員 土肥学 （国総研 道路研究室長）

○ 連絡委員 関谷浩孝 （国総研 道路情報高度化研究官）

連絡委員 青木崇光 （道路局 評価室 企画専門官）

若手技術者 河本直志 （国総研 道路研究室 主研）

2025年12月15日

PIARC活動報告会



■活動概要

各国の好事例を収集して提言にまとめる。

• 道路投資の意思決定プロセス（計画の策定、地方のニーズ把握、予算配分の仕組み）

• 道路投資によるカーボンニュートラルへの貢献（評価・分析事例）

→ 航空、鉄道などの他モードの投資計画への影響

• 社会的公正（social equity）という点での道路投資のありかた（ジェンダー問題含む）

• デジタルエコノミー、パンデミック後の経済等の社会状況を踏まえたデータ
の収集方法や需要推計方法等



■国内道路関係者への貢献

道路の政策、施策検討に資する情報提供

• 脱炭素関連施策

• 道路の役割再考～進化と回帰～（2040道路の景色が変わる）



■日本の強み（TC1.2への貢献）

社会資本総合交付金での「中間・事後評価、結果公表」の実施など。



■好事例

ドーナツ経済学の考え方を用いた、道路施策・事業の効果・影響の可視化
ツール（環境負荷、社会的公平性など） 



参加国

イタリア（議長）

イギリス（WGリーダ）

ノルウェー、ベルギー、オーストリア、フランス、ポーランド、

コートジボワール、チュニジア

カナダ、アメリカ、

ウルグアイ、メキシコ、

中国、韓国、日本



TC会議

2024年 11月 ベネチア

2025年 4月 グアダラハラ（メキシコ）

2025年 10月 バーミンガム

2026年 3月 シャンベリー 冬季大会

2026年 春 北京 TC1.1（交通行政のパフォーマンス）との合同セミナー

2026年 秋 チュニジア（調整中）

2027年 春 未定

2027年 秋 バンクーバ 総会



ミッション

• インフラ投資計画、脱炭素化計画など国家レベルでの政策全体としての
効果・評価手法に関する各国の最新情報を収集する。

• デジタル経済、パンデミック後の経済等の社会状況を踏まえ、道路交通
データの収集方法や道路交通需要の推計方法等について、国外の情報
を収集するとともに、日本の状況を情報提供する。

• 道路インフラの広範な経済的・社会的影響について、我が国の事業評価
手法等の検討に資する情報などを、トピックに応じて情報収集する。



ご清聴ありがとうございました。
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